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パート１ 
増えるがん死と 

団塊世代の死に場所さがし 



団塊世代 

700万人 



  

東京 



主な死因別にみた死亡率の年次推移 

 

平成23年人口動態統計 

 



主な死因別死亡数の割合（2013年） 
総死亡数の30%はがんによる死亡 

 

２０１３年人口動態統計 

悪性新生物死亡数 

   35万7185人 



【資料】 
2006年（平成18年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣ 
2007年（平成19年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定 

2006年 死亡者数 1,084千人 
     65歳以上  896千人 

実績 推計 

年 

人 

自 宅 

介護施設 

その他 

医療機関 

約47万人 

○将来推計（2030年時点）の仮定 
 医療機関：病床数の増加なし 
 介護施設：現在の２倍を整備 
 自宅死亡：1.5倍に増加 

※介護施設は老健、老人ホーム 

約9万人 

約20万人 

約89万人 

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計 

36 



2030年団塊世代47万人の 
「死に場所」が不足 

～そのうち30％、14万人ががん終末期難民～ 

 
 

富士の樹海林 



パート２ 

第２期がん対策推進基本計画と
がん緩和ケア 

 



これまでのがん対策 

• 1981年 悪性新生物が死亡原因の第一位となる 

• 1984年 対がん10か年総合戦略 

• 1994年 がん克服新10か年総合戦略 

• 2004年 第３次対がん10カ年総合戦略 

• 2006年6月 がん対策基本法成立 

• 2007年4月 がん対策基本法施行 

•      6月 がん対策推進基本計画 策定 

• 2012年6月 第2期がん対策推進基本計画 策定 



がん対策基本法（２００６年６月） 

• がん対策基本法 
– がん対策のため、国、自治体
の責務を明確にして、厚労省
にがん対策推進協議会を設置
することを定めた法律 

– 当初、与党自民党と野党民主
党の間で調整が 手間取り成
立が危ぶまれていた 

– 山本孝史議員の自らのがんを
告白して行った質問により与
野党一致して法案が成立した 

– 米国では１９７１年ニクソン政
権時にナショナルキャンサー
アクトが制定 

山本孝史（たかし）民主党参議院議員 
58歳で胸腺がんのため亡くなる 





がん対策基本法に 
「緩和ケアを促進すること」が明記 

• （がん患者の療養生活の質の維持向上） 

• 第16条 国及び地方公共団体は、がん患者の
状態に応じて疼痛等の緩和を目的とする医療が
早期から適切に行われるようにすること、居宅に
おいてがん患者に対しがん医療を提供するため
の連携協力体制を確保すること、医療従事者に
対するがん患者の療養生活の質の維持向上に
関する研修の機会を確保することその他のがん
患者の療養性格の質の維持向上となめに必要
な施策を講じるものとする。 



がん対策推進基本計画 
2007年6月閣議決定 

• 全体目標 

– （１）がんによる死亡者数の減少 

– （２）すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽
減並びに療養生活の質の維持向上 

• 重点的に取り組むべき課題 

– （１）放射線療養及び化学療法の推進 

– （２）治療の初期段階からの緩和ケアの実施 

– （３）がん登録の推進 



がん対策推進基本計画の見直し 

• がん対策推進基本計画（2007年6月閣議決定） 

– がん対策推進協議会で5年に一度の見直し 

– 2012年は見直し年 

• がん対策推進協議会 

– 小児がん、緩和ケア、がん研究の専門委員会 

– がん診療連携拠点病院、支援・情報提供体制、がん
医療、在宅医療・チーム医療、がん予防・検診、がん
登録、就労経済負担、サバイバーシップ等について
検討 



第２期がん対策推進基本計画 
2012年6月閣議決定 

• 全体目標 
– （１）がんによる死亡者の減少 

– （２）すべてのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療
養生活の質の維持向上 

– （３）がんになっても安心して暮らせる社会の構築 

• 重点的に取り組むべき課題 
– （１）放射線、化学療法、手術療法の更なる充実とこ
れらを専門的に行う医療従事者の育成 

– （２）がんと診断された時からの緩和ケアの推進 
– （３）がん登録の推進 
– （４）働く世代や小児へのがん対策の充実 



 

 
第２期がん対策推進基本計画 

 



緩和ケア推進検討会の設置 

• 2012年4月に厚生労働省に設置 

• 今後の緩和ケア対策について、俯瞰的かつ
戦略的な対策等を検討し、今後の対策に反
映していくことを目的とする。 

• 2013年9月 緩和ケア推進検討会第２次中間
とりまとめ 



 

2025年へむけて 
地域における 

終末期ケアにおける 
地域連携を 

もっと書き込むべき 



パート３ 
地域で支えるがん終末期ケア 

がん連携パスの反省 



がん対策推進基本計画 

• 「がん対策推進基本計画」 
– 2007年6月閣議決定 
– 10年以内にがん死亡率20％減少 
– ５年以内にがん検診受診率50％以上を目指す 
– ５年以内（2012年まで）にすべてのがん診療連携
拠点病院で 

 5大がん（胃、大腸、肺、乳、肝がん）
の地域連携クリティカルパスを整備す
る 

    もって、がん医療の均てん化をはかる 



がん対策推進基本計画の見直し 

・5大がん（肺がん、胃がん、肝がん、

大腸がん、乳がん）すべての地
域連携パスを作成済みのがん診
療連携拠点病院は30.7％。一部

のがん種のみ作成の病院は
52.8％にとどまっている 

• 「地域連携パスを作成している病
院でも、実際にはパスがほとんど
活用されていない。治療病院を
退院した後、行き場がなくさまよ
う患者も多い。パスを作ることが
目的になってはいけないのでは
ないか」 

• 2011年6月29日 がん対策
推進協議会(会長 門田守
人氏） 



がん地域連携パスの要望は 
患者会から 

• 再発がん、がん終末期のシームレスな地域
医療連携が患者会の要望だった 

• 「これ以上のがん難民を作らないために」 

• がん連携パスが切り札のはずだった・・・ 

• しかし、実際に導入されたがん地域連携パス
は初回治療のがんの連携パスだった・・・ 

• 再発がん、がん終末期連携パスが必要 

 



地域で支えるがん終末期の 
仕組みが必要 

2030年団塊世代47万人の 

「死に場所」が不足 



新川医療連携懇話会 

• 終末期医療における地域連携クリテイカルパスの
試み 
– 富山県新川（にいかわ）医療圏（魚津市、黒部市、入善町
、朝日町）で、2005年より開業医が中心となって、在宅終
末期医療や栄養管理などの検討のために「新川医療連
携懇話会」を立ち上げた 

– ターミナルケアでは単独の医師による24時間管理体制で
は、医師の疲弊が激しいので、複数主治医制をとること 

– 在宅医師同士の連携ミスによる 

  医療事故の防止と回避、病院と 

  の連携確保等のために 

中
川
先
生 





新川地域在宅終末期医療 
 

 新川圏域の概要 
 ２市２町（魚津市、黒部市、入善町、朝日町）  
 人口約13万人 
 

 連携病院：４公的病院 
 ①富山労災病院、②黒部市民病院、③あさひ総合病院、 
 ④富山県立病院 
 

 主な在宅対応医療機関 
 ５病院、２２診療所、２９調剤薬局、６訪問看護事業所  
 
 連携パス導入の経緯等 
① 在宅での終末期医療のニーズ増加 
② かかりつけ医単独での医療限界 
③ 平成17年4月新川圏域８診療所からなる協議会設立 
④ 新川厚生センター・在宅医療部会を通じて在宅医療体制推進 
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病院入院中・退院前 
在宅終末期連携パスの運用フロー 

患者・家族からの希望 

病院主治医 
（在宅主治医の了解後、在宅終末期医療・ケア基本情報の作成） 

地域医療連携室 
緩和ケアグループ窓口 
（患者・家族との面談） 

居宅介護支援事業所 在宅主治医との調整 

退院カンファレンス 
出席者：患者・家族、病院主治医、在宅主治医、在宅副主治医、調剤薬局薬剤師 
病棟看護師、緩和ケアグループ、訪問看護師、介護支援専門員、地域医療連携室員 

看護師 

情報共有 
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在宅で終末期を迎えるた
めの延命措置差し控えの 
事前同意書を科しては？ 



新川地域在宅終末期医療 

 

運用基準・留意点 
対象者：がん等で余命6カ月以内と想定さ
れる患者 

在宅医の選択：患者家族の希望第1優先、
往診移動時間30分以内（原則） 

診診連携（主治医・副主治医）による在宅
主治医の弊害防止 

病診連携における役割分担 
多職種チーム診療による介入 
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様式の統一 

 
（患者名） （生年月日） 年 月 日生 歳 男・女

住所 ＴＥＬ

主たる介護人 ：  続柄 ＴＥＬ ＦＡＸ

かかりつけ医（主治）： ＴＥＬ ＦＡＸ

副かかりつけ医（主治）： ＴＥＬ ＦＡＸ

副かかりつけ医（主治）： ＴＥＬ ＦＡＸ

連携病院：病院　ＴＥＬ　 ＦＡＸ 

連携病院サポート医 ： 科

担当看護師

在宅介護支援所：

介護保険 無 有 要介護 1 2 3 ケアマネージャー名

家族構成　（介護相談窓口および決定権者を記入下さい）

終いに対する対応　（本人・家族）

1. 最後まで自宅

2. 最後は連携病院

3. 状況により判断

緊急連絡先

かかりつけ医→副かかりつけ医１→副かかりつけ医２→救急外来

診断： 主 癌 転移：

副1. 2.

3. 4.

既往歴：

臨床経過：

治療歴：　１． 手術 有（ ） 無

２．  抗癌剤 有 （ ） 無

在宅移行時における病状の問題点

予後に影響を与える因子

臓器不全 （心、腎、肝、他 ）

栄養状態：

出血 （消化管 、他 ）

腹水：

他：

予後予測： ヶ月

連携病院への通院：必要 毎、 不要

インフォームドコンセント

告知： 本人、家族（ ）、無

内容

本人：

家族：

精神的サポート 要 不要

告知理解度 療養から死への不安点

本人： 十分 不十分

家族： 十分 不十分

療養方針

１． 全身状態の管理

１． ＰＳ(performance status)：０ 、 １ 、 ２ 、 ３ 、 ４

２． 栄養： 経口 非経口

３． 留置カテ：有 （ ） 、 無

４． 排泄： 自力、 介助

５． 褥瘡： 有 無

６． 口腔ケア：有 無

７． その他のケア内容

２． 投薬内容

３． 疼痛管理

無　有 投与経路 経口 経静脈 座剤 他

麻薬

ＮＳＡＩＤＳ

訪問看護（指導ならびに実行状況）

１． 口腔ケア 有 無

２． 入浴 自宅 サービス（自宅 デイ）

３． 褥瘡処理 有 無

４． 清拭 指導 家族 ヘルパー

５． 　他

介護

１． ヘルパー 有 無

２． デイサービス 有 無

入力者

自動入力

病院担当医

病院担当Ｎｓ

緩和グループ担当者

ケアマネージャー

在宅かかりつけ医

在宅終末医療・ケア基本診療情報様式

終いに対する対応

告知について

告知理解度について

疼痛管理について
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様式の統一 

 
作成日　　　年　　　月　　　日

様 歳 男 ・ 女

在宅介護人： 続柄

かかりつけ医（主治医） ＴＥＬ

副主治医１ ＴＥＬ

副主治医２ ＴＥＬ

連携病院　 ＴＥＬ

連携病院サポート医

ケアーマネージャー名 ＴＥＬ

訪問看護事業所名 担当

ＴＥＬ

訪問介護事業所名 担当

ＴＥＬ

薬局名

アウトカム・方針

テキストで自由記載（テンポレート使用も可）

テンプレート例

疼痛をできるだけ抑制する

褥瘡を悪化させない

医師コールの基準

テキストで自由記載（テンプレート使用可）

テンプレート例

呼びかけに応じない

呼吸をしていない

ケアマネージャー入力

氏名

かかりつけ医が入力

作成日　　　年　　　月　　　日

様 歳 男 ・ 女

在宅介護人： 続柄

連絡先

（下記の医師コールの基準にあてはまるようになった場合や、その他、状況が

悪化し連絡が必要と思われる場合は下記連絡先の１に連絡し、連絡が取れない

場合や、その先生の指示があれば、以後２、３、４の順に連絡してください。）

1 かかりつけ医（主治医） ＴＥＬ

2 副主治医１ ＴＥＬ

3 副主治医２ ＴＥＬ

4 ○○病院 ＴＥＬ

連携病院サポート医

ケアーマネージャー名 ＴＥＬ

訪問看護事業所名 担当

ＴＥＬ

訪問介護事業所名 担当

ＴＥＬ

薬局名

アウトカム・方針

テキストで自由記載（テンポレート使用も可）

テンプレート例

疼痛をできるだけ抑制する

褥瘡を悪化させない

医師コールの基準

テキストで自由記載（テンプレート使用可）

テンプレート例

呼びかけに応じない

呼吸をしていない

在宅療養実施計画書様式

医療機関用 患者・家族用
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様式の統一 

 
様

日付 開始日 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ ４Ｗ

項目 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日
問題点（特記事項）

（一般状態）記載者
ＰＳ
栄養状態
精神状態
身体所見

（投薬）記載者
疼痛管理
麻薬
ＮＳＡＩＤＳ
他

補液

（検査）

（病状説明）

他

（訪問看護）記載者
食事
排泄
清拭
入浴
精神面
他

様

日付 5W 6W 7W 8W 9W

項目 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日
問題点（特記事項）

（一般状態）記載者
ＰＳ
栄養状態
精神状態
身体所見

（投薬）記載者
疼痛管理
麻薬
ＮＳＡＩＤＳ
他

補液

（検査）

（病状説明）

他

（訪問看護）記載者
食事
排泄
清拭
入浴
精神面
他

在宅診療報告書様式（連携カルテ）

開始日 ４ｗ ８ｗ
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  実際に使用されたこれまでの診療報告書 

出所：中川彦人 
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IT利用の提案 

出所：中川彦人 



新川地域在宅医療療養連携協議会 

在宅患者情報共有モデル事業 
（平成２１年１２月～平成２２年３月） 

 

ーオフィス グルーブ ２００７を用いてー 

（マイクロソフト社製） 

出所：中川彦人 

「あんしん在宅ネットにいかわ」 
 



マイクロソフトＧｒｏｏｖｅ 

 

http://www.niikawa-zaitaku.net/uploads/imge42c1466b738e9304e551.jpg
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出所：中川彦人 

Mitsuyo Goto 06072010 



ＩＣＴ化のメリット 
あんしん在宅ネットにいかわ 

 • １．患者さまの情報が迅速にかつ適確に
得られる。   

• ２．情報の種類が多く情報量も多い。   

• ３．情報がきれいで読みやすい。   

• ４．Faxなどの紙媒体に比べ管理しやすい 

• ５．自分が往診や訪問をしていない日で
もリアルタイムの情報が得られる 

• ６．連携相手の状況や時間を気にせず情
報伝達ができる。   

• ７．稀にしか対応しない副主治医でも適
確に情報が得られる。   

• ８．訪問看護や訪問調剤薬局では、訪問
前の準備がしやすい。   

• ９．ディスカッション機能の利用で、疑問
点の解決につながる。 

•  １０．チーム医療の最大の目的である多

職種が同じ目的と意識を持って患者さま
に向き合うことができる 

 

あんしん在宅ネットにいかわ 

患者さんが亡くなったあとの 

デスカンファレンスに発展 



パート３ 
医療介護総合確保法 

国民会議の議論の法制化 

     

医療介護総合確保法と 

    地域包括ケア 

2014年6月18日可決成立 



   地域医療介護総合確保法案のポイント 

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るための
基金を都道府県に創設（2014年度） 

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導入
（2014年10月） 

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整（2015
年4月） 

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10月） 

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階的
に） 

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月） 

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月） 

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月） 

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月） 

医
療 

介
護 

(カッコ内は施行時期） 

地域包括ケアの
推進が政策課題 



 
終末期ケアも
地域包括ケア
の中で！ 



 

5月14日衆院 
厚生労働委員会で 
強行採決！ 



 

強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致 
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課題」 



地域包括ケアにおける 
がん緩和ケア体制や  

終末期がんの看取りのための 
   医療と介護の多職種連携体制の 

確立が必要！ 


